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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（１）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

      ２．平成16年11月19日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、第59期の１株当たり当期

純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 35,112 39,240 43,414 71,786 78,316 

経常利益（百万円） 1,172 1,611 1,883 2,294 2,909 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
710 1,022 1,127 1,416 1,836 

純資産額（百万円） 14,371 17,711 19,534 14,755 18,348 

総資産額（百万円） 32,458 36,893 40,669 33,320 36,945 

１株当たり純資産額（円） 1,773.00 1,941.74 1,050.14 1,811.62 1,000.11 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
87.74 123.25 61.20 167.49 101.91 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
87.14 121.31 60.58 166.03 99.95 

自己資本比率（％） 44.3 48.0 48.0 44.3 49.7 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△408 583 791 532 1,954 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
159 7 △183 △146 △483 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△171 1,377 311 171 1,260 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
262 3,205 4,935 1,203 3,949 

従業員数（人） 360 470 531 437 492 



（２）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

      ２．平成16年11月19日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、第59期の１株当たり当期

純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 33,418 36,178 37,810 68,306 71,143 

経常利益（百万円） 1,045 1,274 1,277 2,138 2,190 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
614 748 729 1,296 1,271 

資本金（百万円） 890 1,974 2,053 890 1,974 

発行済株式総数（千株） 8,180 9,180 18,608 8,180 18,360 

純資産額（百万円） 12,026 15,103 16,127 12,558 15,554 

総資産額（百万円） 29,616 33,104 35,117 30,508 32,874 

１株当たり純資産額（円） 1,483.61 1,655.86 866.97 1,540.73 847.31 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
75.85 90.19 39.56 152.56 69.51 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
75.34 88.77 39.16 151.23 68.18 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
15.00 15.00 10.00 50.00 26.00 

自己資本比率（％） 40.6 45.6 45.9 41.2 47.3 

従業員数（人） 241 256 254 240 250 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、当中間連結会計期間において、３「関係会社の状況」に記載のとおり、関係会社を２社設立

し、当中間連結会計期間より連結子会社としております。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）無錫高千穂燦科技有限公司は、特定子会社であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社グループは事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりますので、従業員数は連結会社の合計で

記載しております。 

２．従業員数は就業人員であります（当社グループからグループ外への出向者及びグループ外から当社グループ

への出向者はありません。また、パートタイマーは除いております）。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります（当社から社外への出向者及びパートタイマーは除いております）。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（人民元） 
主要な事業内容 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社）            

高千穂(天津)国際貿易有限公司 
中華人民共和国 

天津市 
 1,735千 

電気材料及び電子

部品等の販売 
100 

中国における電気

材料、電子部品、

電気絶縁材料等の

販売 

無錫高千穂燦科技有限公司 

（注） 

中華人民共和国 

江蘇省無錫市 
 19,401千 

プラスチック板へ

のシルクスクリー

ン印刷、切削加工

及び組立等 

60 

中国における、プ

ラスチック板への

シルクスクリーン

印刷、切削加工及

び組立等 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 531 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 254 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

①全般の概況 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、国内の企業収益の改善や設備投資の増加のほか、個人消費にも増加の動

きが見られ、民需主導で緩やかな回復を続けています。その一方、原油価格の高騰が世界経済へ及ぼす影響が懸

念されています。 

 エレクトロニクス業界におきましては、フラットテレビの販売は好調でしたが、電子部品等や半導体生産は在

庫調整の影響から振るわず、パソコン、携帯電話、コンピュータ及び通信の需要は低調でした。一方、白物家電

や重電は回復傾向にあった前年同期並で推移しました。 

 このような状況のなか当社グループは、デジタル機器関連の「電気材料」や液晶用の「オプティカル部品・材

料」を中心とした拡販に努めました。この結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比10.6％増の434億14

百万円となり、中間期としては前中間連結会計期間に引き続いて過去最高となりました。 

 利益面につきましては前中間連結会計期間に比べ、拡販に伴い人件費等の販売費及び一般管理費が増加いたし

ましたが、売上総利益も増加したことで、営業利益は前年同期比21.0％増の16億98百万円となりました。 

 経常利益は、円安の影響で前中間連結会計期間に比べ為替差益が増加したことに加え、前中間連結会計期間に

おいて計上していた新株発行費がなかったことから、前年同期比16.9％増の18億83百万円となりました。 

 税金等調整前中間純利益は、投資有価証券売却損等の特別損失を計上しましたが、経常利益が増益となったこ

とから、前年同期比13.1％増の18億22百万円となりました。 

 中間純利益は、前年同期比10.2％増の11億27百万円となりました。 

②セグメント別の概況 

   商品の品目別の連結売上高は、次のとおりであります。なお当社グループは、事業の種類別セグメント情報を作

成していないため、商品の品目別の売上高を記載しております。 

 電気材料 

 海外での絶縁材料の販売や配線材料の小型液晶向けフレキシブル基板の販売が伸長いたしました。その結果、

売上高は前年同期比34.6％増の218億68百万円となりました。 

 電子部品 

 サーモスタットの販売は増加しましたが、ヒートシンク等の各種電気部品の販売は低調に推移いたしました。

その結果、売上高は前年同期比12.9％減少し、65億87百万円となりました。 

 オプティカル部品・材料 

 前年下期以降低調に推移したディスプレイ部品・材料の販売は、液晶用の光学フィルムを中心に持ち直しを見

せましたが、前年同期の水準までの回復には至りませんでした。その結果、売上高は前年同期比9.3％減の107億

54百万円となりました。 

 その他 

 携帯電話向けアンテナや機構部品等は順調に販売を伸ばしました。その結果、売上高は前年同期比17.5％増の

42億4百万円となりました。 

 ③所在地別セグメントの概況は次のとおりであります。 

  日本 

 売上高は電気材料の販売が好調であったことから、前年同期比4.5％増の378億19百万円となりました。営業

利益は増販による売上総利益の増益が販売費及び一般管理費の伸びを上回り、前年同期比4.7％増の11億99百

万円となりました。 

  アジア 

 売上高は、絶縁材料やオプティカル部品・材料等の販売が伸びたことによって、前年同期比39.1％増の106

億30百万円となりました。営業利益は増販により、前年同期比74.8％増の4億36百万円となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、現金及び現金同等物（以下「資金」という）が、前中間連結会計期

間末と比べ、17億30百万円増の49億35百万円になりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が増加した一方で、税金等調整前中間純利益が増加したこと

と、たな卸資産が減少したことにより、前中間連結会計期間と比べ、2億7百万円増加して獲得資金は7億91百万円

となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の追加取得による支出が増加したことから、1億83百万円

の資金流出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加及び少数株主からの払込により、3億11百万円の資金

獲得となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間における商品の仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．金額は仕入価格によっております。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

電気材料（百万円） 19,659 132.6 

電子部品（百万円） 5,665 83.2 

オプティカル部品・材料（百万円） 9,913 90.4 

その他（百万円） 3,646 118.6 

合計（百万円） 38,884 109.0 



(2）販売実績 

 当中間連結会計期間における商品の販売実績は、次のとおりであります。 

（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な販売先グループ（主な販売先とその子会社）

別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 （注）日本電気㈱グループ及び富士通㈱グループにつきましては、総販売実績に対する相対的な割合が 

 低下したことから、記載を省略しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、ユーザー及び仕入先と共同で商品開発に取り組んでおりますが、技術開発の主体は相手方にある

ため、特記すべき事項はありません。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

電気材料（百万円） 21,868 134.6 

電子部品（百万円） 6,587 87.1 

オプティカル部品・材料（百万円） 10,754 90.7 

その他（百万円） 4,204 117.5 

合計（百万円） 43,414 110.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

㈱東芝グループ 5,758 14.7 6,587 15.2 

セイコーエプソン㈱グループ － － 4,696 10.8 

日本電気㈱グループ 1,801 4.6 － － 

富士通㈱グループ 1,552 4.0 － － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約権の

権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成13年３月29日臨時株主総会特別決議） 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 59,000,000 

計 59,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 18,608,000 18,680,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 18,608,000 18,680,000 － － 

 
中間会計期間末現在 

（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 

（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 73,600 37,600  

新株予約権の行使時の払込金額（円）  １株当たり625 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年４月１日から 

平成18年３月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    625 

資本組入額   313 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・ 被付与者は、新株引受権の権利

行使時において、当社又は当社

の子会社の取締役、監査役、又

は従業員であることを要する。 

・ 被付与者が死亡した場合、その

相続人は、相続開始後６か月間

に限り権利行使することができ

るものとする。 

・ その他の条件は、当社と被付与

者との間で締結する契約に定め

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・ 新株引受権の譲渡、質入その他

一切の処分は認められないもの

とする。 

同左 



②商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

（平成14年６月28日定時株主総会特別決議） 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株引受権及び新株予約権の権利行使による増加であります。     

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 800 620  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 160,000 124,000  

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり850 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年６月28日から 

平成19年６月27日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   850 

資本組入額  425 
同左 

新株予約権の行使の条件 

・ 被付与者は、新株予約権の権利

行使時において、当社又は当社

の子会社の取締役、監査役、又

は従業員であることを要する。 

・ 被付与者が死亡した場合、その

相続人は、相続開始後６か月間

に限り権利行使することができ

るものとする。 

・ その他の条件は、当社と被付与

者との間で締結する契約に定め

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

・ 新株予約権の譲渡、質入その他

一切の処分は認められないもの

とする。 

同左 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 

（注） 

248,000 18,608,000 78 2,053 78 1,928 



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記の所有持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）     1,302千株 

    日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）         978千株      

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

櫻井 恵 東京都港区南麻布5-4-1 2,035 10.94 

高千穂電気社員持株会 東京都港区芝2-7-15 1,939 10.42 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 1,302 7.00 

有限会社比翼商事 東京都港区三田5-2-18 1,272 6.83 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 978 5.25 

ステート ストリート バンク アンド トラス

トカンパニー 505025 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行兜町証券決済業務室） 

 P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

570 3.06 

有限会社エスプランニング 東京都港区南麻布5-4-1 540 2.90 

クレディエットバンク エスエイ ルクセンブ

ルジョワーズ シリウス ファンド ジャパン 

オパチュニティズ サブ ファンド 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行兜町証券決済業務室） 

 43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 
477 2.56 

バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム ク

ライアント アカウンツ イー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社東京三菱銀行カストデ

イ業務部） 

 PETERBOROUGH COURT 133 FLEET  

 STREET LONDON BC4A 2BB,UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

378 2.03 

エイチエスビーシー バンク ピーエルシー 

アカウント アトランティス ジャパン グロー

ス ファンド 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

 2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK 

（東京都中央区日本橋3-11-1） 
360 1.93 

計 － 9,855 52.96 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,601,600 186,016 － 

単元未満株式 普通株式    600 － － 

発行済株式総数 18,608,000 － － 

総株主の議決権 － 186,016 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

高千穂電気株式会社 東京都港区芝2-7-15 5,800 － 5,800 0.03 

計 － 5,800 － 5,800 0.03 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,304 1,264 1,350 1,399 1,497 1,549 

最低（円） 1,176 1,135 1,136 1,305 1,289 1,453 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   3,650   4,935   3,949  

２．受取手形及び売掛
金   23,730   25,573   23,097  

３．たな卸資産   2,556   2,560   2,623  

４．繰延税金資産   249   273   147  

５．その他   470   567   561  

貸倒引当金   △65   △64   △63  

流動資産合計   30,591 82.9  33,846 83.2  30,316 82.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(１) 建物及び構築物   1,123   1,069   1,084  

(２) 土地   1,474   1,465   1,474  

(３) その他   429   405   417  

有形固定資産合計   3,027 8.2  2,940 7.2  2,976 8.1 

２．無形固定資産   132 0.4  128 0.3  126 0.3 

３．投資その他の資産           

(１) 投資有価証券 ※２  2,202   2,964   2,692  

(２) 長期貸付金   154   95   120  

(３) 繰延税金資産   140   59   116  

(４) その他   690   672   639  

貸倒引当金   △45   △37   △43  

投資その他の資産
合計   3,142 8.5  3,754 9.3  3,526 9.5 

固定資産合計   6,301 17.1  6,822 16.8  6,629 17.9 

資産合計   36,893 100.0  40,669 100.0  36,945 100.0 

            
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※２  17,002   18,728   17,096  

２．短期借入金   545   430   100  

３．未払法人税等   713   811   560  

４．賞与引当金   318   410   144  

５．その他   346   330   427  

流動負債合計   18,927 51.3  20,710 50.9  18,329 49.6 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   77   68   68  

２．役員退職慰労引当
金   105   130   115  

３．その他   51   77   55  

固定負債合計   234 0.6  276 0.7  239 0.7 

負債合計   19,161 51.9  20,986 51.6  18,568 50.3 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   19 0.1  147 0.4  27 0.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,974 5.4  2,053 5.0  1,974 5.4 

Ⅱ 資本剰余金   1,850 5.0  1,928 4.7  1,850 5.0 

Ⅲ 利益剰余金   14,216 38.5  15,611 38.4  14,888 40.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   66 0.2  151 0.4  42 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △312 △0.9  △207 △0.5  △354 △1.0 

Ⅵ 自己株式   △84 △0.2  △4 △0.0  △52 △0.1 

資本合計   17,711 48.0  19,534 48.0  18,348 49.7 

負債、少数株主持分
及び資本合計   36,893 100.0  40,669 100.0  36,945 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   39,240 100.0  43,414 100.0  78,316 100.0 

Ⅱ 売上原価   35,207 89.7  38,948 89.7  70,295 89.8 

売上総利益   4,032 10.3  4,466 10.3  8,020 10.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費           

１．給料手当  792   772   2,123   

２．役員報酬  81   92   183   

３．荷造運賃  265   289   522   

４．法定福利費  98   122   207   

５．旅費交通費  188   179   375   

６．保険料  46   43   91   

７．減価償却費  96   93   196   

８．貸倒引当金繰入額  10   1   0   

９．賞与引当金繰入額  340   410   144   

10．退職給付費用  44   69   125   

11．役員退職慰労引当
金繰入額  10   18   20   

12．その他  653 2,628 6.7 675 2,767 6.4 1,280 5,270 6.7 

営業利益   1,403 3.6  1,698 3.9  2,749 3.5 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  60   69   122   

２．受取配当金  2   3   6   

３．持分法による投資
利益  47   －   65   

４．仕入割引  12   12   26   

５．賃貸収入  16   15   32   

６．為替差益  91   114   －   

７．その他  31 263 0.6 14 230 0.5 50 303 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  2   2   6   

２．賃貸費用  5   5   11   

３．持分法による投資
損失  －   5   －   

４．新株発行費  18   －   25   

５．開業費償却  23   21   23   

６．その他  5 55 0.1 10 45 0.1 76 143 0.2 

経常利益   1,611 4.1  1,883 4.3  2,909 3.7 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別損失           

１．投資有価証券売却
損  －   52   －   

２．減損損失  － － － 9 61 0.1 － － － 

税金等調整前中間
（当期）純利益   1,611 4.1  1,822 4.2  2,909 3.7 

法人税、住民税及
び事業税  668   802   1,026   

法人税等調整額  △86 582 1.5 △113 689 1.6 34 1,060 1.4 

少数株主利益   5 0.0  5 0.0  13 0.0 

中間（当期）純利
益   1,022 2.6  1,127 2.6  1,836 2.3 

            



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   768  1,850   768

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．増資による新株の発行  1,082 1,082 78 78 1,082 1,082 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高   1,850  1,928  1,850 

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   13,539  14,888   13,539

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  1,022 1,022 1,127 1,127 1,836 1,836 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  283  338  420  

２．取締役賞与金  60  60  60  

３．自己株式処分差損  1 345 6 404 5 486 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高   14,216  15,611  14,888 

         



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  1,611 1,822 2,909 

減価償却費  92 90 186 

持分法による投資損益  △47 5 △65 

賞与引当金の増加額  192 265 18 

受取利息及び受取配当金  △63 △72 △128 

投資有価証券売却損  － 52 － 

売上債権の増加額  △1,301 △2,319 △748 

たな卸資産の増減額  △451 102 △532 

前払費用の増減額  △54 △82 22 

仕入債務の増加額  1,024 1,435 1,211 

未収消費税等の増減額  62 133 △102 

取締役賞与金の支払額  △60 △60 △60 

その他  △10 △75 137 

小計  994 1,296 2,849 

利息及び配当金の受取額  67 56 120 

利息の支払額  △2 △2 △4 

法人税等の支払額  △475 △558 △1,012 

営業活動によるキャッシュ・フロー  583 791 1,954 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △67 △68 △134 

無形固定資産の取得による支出  △43 △15 △53 

投資有価証券の取得による支出  － △1,081 △723 

投資有価証券の売却による収入  208 979 537 

関係会社株式の取得による支出  △15 － △34 

投資事業有限責任組合への出資による
支出  △100 － △100 

貸付けによる支出  △20 － △20 

貸付金の回収による収入  53 24 118 

その他  △8 △22 △73 

投資活動によるキャッシュ・フロー  7 △183 △483 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額  △500 330 △500 

配当金の支払額  △282 △337 △419 

株式の発行による収入  2,166 163 2,166 

自己株式の処分による収入  12 42 39 

少数株主からの払込みによる収入  － 112 － 

その他  △17 － △25 

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,377 311 1,260 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  32 67 13 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  2,001 986 2,745 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,203 3,949 1,203 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 3,205 4,935 3,949 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社12社はすべて連結されて

おります。 

 当該子会社は次のとおりであり

ます。 

・株式会社高千穂技研 

・タカチホエイブル株式会社 

・TAKACHIHO SINGAPORE(PTE.)LTD. 

・高千穂香港有限公司 

・台湾高千穂股份有限公司 

・高千穂(上海)国際貿易有限公司 

・高千穂貿易(大連保税区)有限公

司 

・TAKACHIHO ELECTRIC 

(THAILAND)CO.,LTD. 

・高千穂国際貿易(深圳)有限公司 

・大連高千穂電子有限公司 

・TAKACHIHO PHILIPPINES,INC. 

・TAKACHIHO KOREA CO.,LTD. 

 子会社15社はすべて連結されて

おります。 

 当該子会社は次のとおりであり

ます。 

・株式会社高千穂技研 

・タカチホエイブル株式会社 

・TAKACHIHO SINGAPORE(PTE.)LTD. 

・高千穂香港有限公司 

・台湾高千穂股份有限公司 

・高千穂(上海)国際貿易有限公司 

・高千穂貿易(大連保税区)有限公

司 

・TAKACHIHO ELECTRIC 

(THAILAND)CO.,LTD. 

・高千穂国際貿易(深圳)有限公司 

・大連高千穂電子有限公司 

・TAKACHIHO PHILIPPINES,INC. 

・TAKACHIHO KOREA CO.,LTD. 

・香港高千穂電子有限公司 

・高千穂(天津)国際貿易有限公司 

・無錫高千穂燦科技有限公司 

 なお、高千穂(天津)国際貿易有

限公司及び無錫高千穂燦科技有限

公司については、新たに設立され

たことから、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めておりま

す。 

 子会社13社はすべて連結されて

おります。 

 当該子会社は次のとおりであり

ます。 

・株式会社高千穂技研 

・タカチホエイブル株式会社 

・TAKACHIHO SINGAPORE(PTE.)LTD. 

・高千穂香港有限公司 

・台湾高千穂股份有限公司 

・高千穂(上海)国際貿易有限公司 

・高千穂貿易(大連保税区)有限公司

・TAKACHIHO ELECTRIC 

(THAILAND)CO.,LTD. 

・高千穂国際貿易(深圳)有限公司 

・大連高千穂電子有限公司 

・TAKACHIHO PHILIPPINES,INC. 

・TAKACHIHO KOREA CO.,LTD. 

・香港高千穂電子有限公司 

 なお、香港高千穂電子有限公司

については、新たに設立されたこ

とから、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社 

3社 

会社の名称 

・高輪科技有限公司 

・蘇州高輪電子科技有限公司 

・紀元高千穂電子（蘇州）有

限公司 

(1）持分法適用の関連会社 

3社 

会社の名称 

・高輪科技有限公司 

・蘇州高輪電子科技有限公司 

・紀元高千穂電子（蘇州）有

限公司 

(1）持分法適用の関連会社 

3社 

会社の名称 

・高輪科技有限公司 

・蘇州高輪電子科技有限公司 

・紀元高千穂電子（蘇州）有

限公司 

 (2）持分法適用の手続について特

に記載する必要があると認めら

れる事項 

 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

(2）持分法適用の手続について特

に記載する必要があると認めら

れる事項 

同左 

(2）持分法適用の手続について特

に記載する必要があると認めら

れる事項 

 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社のうち、高千穂（上

海）国際貿易有限公司、高千穂貿

易(大連保税区) 有限公司、高千穂

国際貿易（深圳）有限公司、大連

高千穂電子有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。 

  

  

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

 連結子会社のうち、高千穂（上

海）国際貿易有限公司、高千穂貿

易(大連保税区) 有限公司、高千穂

国際貿易（深圳）有限公司、大連

高千穂電子有限公司、高千穂（天

津）国際貿易有限公司、無錫高千

穂燦科技有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。 

同左 

 連結子会社のうち、高千穂（上

海）国際貿易有限公司、高千穂貿

易(大連保税区) 有限公司、高千穂

国際貿易（深圳）有限公司、大連

高千穂電子有限公司の決算日は、

12月31日であります。 

  

  

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、１月１

日から連結決算日３月31日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ② デリバティブ 

時価法（振当処理をした為

替予約を除く） 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

商品・製品・原材料 

 当社及び国内連結子会社

は移動平均法による原価法

を、また在外連結子会社は

主として先入先出法による

低価法を採用しておりま

す。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社

は定率法を、また在外連結

子会社については定額法を

採用しております。ただ

し、当社及び国内連結子会

社は平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定

額法を採用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェア

については、社内における

利用可能期間（５年）に基

づく定額法を、その他の無

形固定資産については定額

法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 当社及び国内連結子会社は

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。また、在外

連結子会社は主として特定の

債権について回収不能見込額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により

計上しております。 

② 賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会

社は従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見込

額の当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は従業員の賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当

期負担額を計上しておりま

す。 

 ③ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（177百万円）については、

15年による按分額を費用より

控除しております。 

 数理計算上の差異は、主と

してその発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会

社は従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。  

同左 

③ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

  

  

同左 

 ④ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社の

一部は役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上し

ております。また、当社は執

行役員退職慰労金についても

当社内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の国内連結

子会社は役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額

を計上しております。ま

た、当社は執行役員退職慰

労金についても当社内規に

基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の国内連結子

会社は役員の退職慰労金の支

払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してお

ります。また、当社は執行役

員退職慰労金についても当社

内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

  当社は、リース物件の所有権

が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引について振

当処理を採用しておりま

す。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

おります。ただし、当社に

おいては為替予約取引につ

いて振当処理を採用してお

ります。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引について振当

処理を採用しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取

引 

ヘッジ対象…外貨建売掛

金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取

引 

ヘッジ対象…外貨建金銭

債権債務等 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建売掛金 

 ③ ヘッジ方針 

 為替相場変動による円貨

ベースの受取キャッシュ・

フロー減少の可能性を回避

する目的で行なっておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを回避する

目的で行なっております。 

③ ヘッジ方針 

 為替相場変動による円貨ベ

ースの受取キャッシュ・フロ

ー減少の可能性を回避する目

的で行なっております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引について

は、ヘッジ手段とヘッジ対

象取引に関する重要な条件

が同一であり、為替相場変

動を完全に相殺できると認

められるため、ヘッジの有

効性の判定は省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

① 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

 開業費 

 開業時に一括償却を行な

っております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

① 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

同左 

  

 開業費 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

同左 

  

 開業費 

同左 

 ② 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

② 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。な

お、当座借越については、明らか

に短期借入金と同様の資金調達活

動と判断される場合を除いて、現

金同等物に含めております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

────── 



を適用しております。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。 



表示方法の変更 

追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました「ソフトウェ

ア償却」(当中間連結会計期間13百万円)、「貸倒引当金の増減額」

(当中間連結会計期間0百万円)、「退職給付引当金の増減額」(当中間

連結会計期間△10百万円)、「役員退職慰労引当金の増減額」(当中間

連結会計期間10百万円)、「支払利息」(当中間連結会計期間2百万

円)、「破産更生債権等の減少額」(当中間連結会計期間1百万円)、

「未払金の増減額」(当中間連結会計期間△22百万円)、「未払消費税

等の増減額」(当中間連結会計期間△0百万円)は、金額的重要性が低

下したことから当中間連結会計期間より営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しております。 

 また、「保険積立金の取得による支出」(当中間連結会計期間△9百

万円)、「差入保証金の取得による支出」(当中間連結会計期間△8百

万円)、「差入保証金の返還による収入」(当中間連結会計期間8百万

円)についても、金額的重要性が低下したことから当中間連結会計期

間より投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資

本割13百万円を販売費及び一般管理費に含め

て表示しております。 

────── 法人事業税における外形標準課税部分の連結

損益計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に

基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割

26百万円を販売費及び一般管理費に含めて表

示しております。  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

 1,634百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

 1,789百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

 1,716百万円であります。 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

投資有価証券 172百万円 投資有価証券    212百万円 投資有価証券        197百万円

 上記物件について、仕入債務 

 304百万円の担保に供しております。 

 上記物件について、仕入債務 

 641百万円の担保に供しております。 

 上記物件について、仕入債務 

 501百万円の担保に供しております。 

 ３．受取手形裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高  ３．受取手形裏書譲渡高 

         1,355百万円               862百万円               1,215百万円 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,650百万円

当座借越（短期借入金

に含む） 
△445百万円

現金及び現金同等物の

中間期末残高 
  3,205百万円

現金及び預金勘定      4,935百万円

現金及び現金同等物の

中間期末残高 
      4,935百万円

現金及び預金勘定      3,949百万円

現金及び現金同等物の

期末残高 
      3,949百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると 

 認められるもの以外のファイナンス・リー 

 ス取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

有形固
定資
産・そ
の他 

127 79 47 

無形固
定資産 

453 235 218 

合計 581 314 266 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

有形固
定資
産・そ
の他 

127 109 17

無形固
定資産 

453 325 128

合計 581 435 146

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固
定資
産・そ
の他 

127 94 32

無形固
定資産 

453 280 173

合計 581 374 206

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内        121百万円

１年超        149百万円

合計        271百万円

１年内           98百万円

１年超           50百万円

合計          149百万円

１年内          118百万円

１年超          92百万円

合計          210百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料       62百万円

減価償却費相当額       60百万円

支払利息相当額      2百万円

支払リース料         62百万円

減価償却費相当額         60百万円

支払利息相当額       1百万円

支払リース料          124百万円

減価償却費相当額          120百万円

支払利息相当額       3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料  

１年内        63百万円

１年超        84百万円

合計        148百万円

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料  

１年内          57百万円

１年超          46百万円

合計          104百万円

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料  

１年内          77百万円

１年超         63百万円

合計          141百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 315 451 136 

(2)債券 － － － 

(3)その他 1,389 1,355 △33 

合計 1,705 1,807 102 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 57 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 320 582 262 

(2)債券 － － － 

(3)その他 1,770 1,760 △10 

合計 2,091 2,342 251 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 136 

投資事業有限責任組合への出資 97 

合計 234 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 318 515 197 

(2)債券 － － － 

(3)その他 1,679 1,584 △94 

合計 1,997 2,099 102 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、デリバティブ取引は、振当処理を適用

している為替予約取引のみであり、当該取引の契約額、時価及び評価損益の状況について開示の対象から除いてお

ります。 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 131 

投資事業有限責任組合への出資 97 

合計 229 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社グループは電気材料、電子部品及び

オプティカル部品・材料等の販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国（香港を含む）、台湾、韓国、東南アジア 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国（香港を含む）、台湾、韓国、東南アジア 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 31,913 7,327 39,240 － 39,240 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,268 313 4,582 (4,582) － 

計 36,181 7,641 43,822 (4,582) 39,240 

営業費用 35,035 7,391 42,426 (4,590) 37,836 

営業利益 1,145 249 1,395 8 1,403 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 33,119 10,295 43,414 － 43,414 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,699 335 5,035 (5,035) － 

計 37,819 10,630 48,449 (5,035) 43,414 

営業費用 36,619 10,194 46,813 (5,097) 41,715 

営業利益 1,199 436 1,636 62 1,698 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国（香港を含む）、台湾、韓国、東南アジア 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国（香港を含む）、台湾、韓国、東南アジア 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国（香港を含む）、台湾、韓国、東南アジア 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 62,978 15,337 78,316 － 78,316 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
8,152 562 8,715 (8,715) － 

計 71,131 15,900 87,032 (8,715) 78,316 

営業費用 69,041 15,326 84,367 (8,800) 75,566 

営業利益 2,090 574 2,664 85 2,749 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,910 35 8,946 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 39,240 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
22.7 0.1 22.8 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,021 244 12,265 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 43,414 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
27.7 0.6 28.3 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

① 国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。 

② 各区分に属する主な国又は地域……アジア：中国（香港を含む）、台湾、韓国、東南アジア 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 18,840 70 18,911 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 78,316 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割

合（％） 
24.1 0.1 24.2 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,941.74円

１株当たり中間純利益 123.25円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
121.31円

１株当たり純資産額    1,050.14円

１株当たり中間純利益 61.20円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
60.58円

  当社は、平成16年11月19日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間連結会計期間にお

ける１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。  

１株当たり純資産額      970.87円

１株当たり中間純利益       61.62円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
      60.65円

１株当たり純資産額    1,000.11円

１株当たり当期純利益 101.91円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
99.95円

  当社は、平成16年11月19日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度における

１株当たり情報については、以下のとおり

となります。  

１株当たり純資産額      905.81円

１株当たり当期純利益       83.74円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
      83.01円

 前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益(百万円) 1,022 1,127 1,836 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 60 

（うち利益処分による取締役賞与金）  (－)  (－) (60) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
1,022 1,127 1,776 

期中平均株式数(千株) 8,300 18,428 17,430 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益 
   

中間(当期)純利益調整額(百万円) － － － 

普通株式増加数(千株) 132 189 341 

(うち新株予約権) (132) (189) (341) 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 平成16年７月15日開催の当社取締役会の決

議に基づき、次のように株式分割による新株

式を発行しております。 

１．平成16年11月19日をもって普通株式１株 

 につき２株に分割します。 

 (1）分割により増加する株式 

     普通株式  9,180,000株 

  (2）分割方法 

     平成16年９月30日最終の株主名簿及び 

   実質株主名簿に記載された株主の所有 

   株式数を、１株につき２株の割合をも 

   って分割します。 

２．配当起算日 

  平成16年10月１日 

   当該株式分割が前期首に行われたと仮 

  定した場合の前中間連結会計期間及び前 

  連結会計年度における１株当たり情報並 

  びに当期首に行われたと仮定した場合の 

  当中間連結会計期間における１株当たり 

  情報は、それぞれ以下のとおりとなりま 

  す。 

  

前中間連結 

会計期間 

当中間連結 

会計期間 

前連結 

会計年度 

１株当たり 

純資産額 

１株当たり 

純資産額 

１株当たり 

純資産額 

886.49円 970.87円 905.80円 

１株当たり 

中間純利益 

金額 

１株当たり 

中間純利益 

金額 

１株当たり 

当期純利益 

金額 

43.86円 61.62円 83.74円 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

金額 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

金額 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

金額 

43.57円 60.65円 83.01円 

────── ────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,658   2,767   2,315   

２．受取手形  1,181   1,591   1,710   

３．売掛金  22,739   22,853   21,221   

４．たな卸資産  1,785   1,759   1,740   

５．繰延税金資産  215   247   119   

６．その他 ※４ 430   427   523   

貸倒引当金  △65   △64   △63   

流動資産合計   27,945 84.4  29,581 84.2  27,567 83.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(１) 建物  1,097   1,024   1,058   

(２) 土地  1,465   1,465   1,465   

(３) その他  172   146   153   

有形固定資産合計   2,736 8.3  2,636 7.5  2,677 8.1 

２．無形固定資産   119 0.4  115 0.3  113 0.3 

３．投資その他の資産           

(１) 投資有価証券 ※２ 509   816   744   

(２) 関係会社株式  910   1,243   1,003   

(３) 保険積立金  368   445   421   

(４) 繰延税金資産  123   49   90   

(５) その他  437   265   298   

貸倒引当金  △45   △37   △43   

投資その他の資産
合計   2,304 6.9  2,783 8.0  2,516 7.7 

固定資産合計   5,159 15.6  5,535 15.8  5,306 16.1 

資産合計   33,104 100.0  35,117 100.0  32,874 100.0 

            
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  6,814   7,602   6,529   

２．買掛金 ※２ 9,310   9,815   9,545   

３．短期借入金  545   100   100   

４．未払法人税等  646   687   483   

５．賞与引当金  311   371   138   

６．その他   187   214   338   

流動負債合計   17,815 53.8  18,792 53.5  17,135 52.1 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  69   58   59   

２．役員退職慰労引当
金  99   123   108   

３．その他  15   15   15   

固定負債合計   184 0.6  197 0.6  183 0.6 

負債合計   18,000 54.4  18,989 54.1  17,319 52.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金    1,974 6.0  2,053 5.8  1,974 6.0 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,850   1,928   1,850   

資本剰余金合計   1,850 5.6  1,928 5.5  1,850 5.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  91   91   91   

２．任意積立金  10,279   10,979   10,279   

３．中間（当期）未処
分利益  911   918   1,293   

利益剰余金合計   11,281 34.1  11,988 34.1  11,664 35.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   80 0.2  160 0.5  118 0.4 

Ⅴ 自己株式   △84 △0.3  △4 △0.0  △52 △0.1 

資本合計   15,103 45.6  16,127 45.9  15,554 47.3 

負債資本合計   33,104 100.0  35,117 100.0  32,874 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   36,178 100.0  37,810 100.0  71,143 100.0 

Ⅱ 売上原価   32,878 90.9  34,383 90.9  64,738 91.0 

売上総利益   3,299 9.1  3,426 9.1  6,404 9.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   2,174 6.0  2,254 6.0  4,326 6.1 

営業利益   1,125 3.1  1,172 3.1  2,078 2.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１  178 0.5  118 0.3  214 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  29 0.1  13 0.0  101 0.1 

経常利益   1,274 3.5  1,277 3.4  2,190 3.1 

税引前中間（当
期）純利益   1,274 3.5  1,277 3.4  2,190 3.1 

法人税、住民税及
び事業税  608   664   899   

法人税等調整額  △83 525 1.4 △116 548 1.5 19 919 1.3 

中間（当期）純利
益   748 2.1  729 1.9  1,271 1.8 

前期繰越利益   164   195   164  

自己株式処分差損   1   6   5  

中間配当額   －   －   136  

中間（当期）未処
分利益   911   918   1,293  

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式

同左 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

②その他有価証券 

同左 

②その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 (2）デリバティブ 

 時価法（振当処理をした為替

予約を除く） 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については定

額法 

(1）有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

を、その他の無形固定資産につ

いては定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

新株発行費 

同左 

新株発行費 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（177百万円）については、15

年による按分額を費用より控除

しております。 

 数理計算上の差異は、主とし

てその発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

同左  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  

  

同左  

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、当社内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。また、当社は執行役員退

職慰労金についても当社内規に

基づく期末要支給額を計上して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、当社内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。また、当社は執行役員退職

慰労金についても当社内規に基

づく期末要支給額を計上してお

ります。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引について振当処

理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建売掛金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務等 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建売掛金 

 (3）ヘッジ方針 

 為替相場変動による円貨ベー

スの受取キャッシュ・フロー減

少の可能性を回避する目的で行

なっております。 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権債務等の為替

変動リスクを回避する目的で行

なっております。 

(3）ヘッジ方針 

 為替相場変動による円貨ベー

スの受取キャッシュ・フロー減

少の可能性を回避する目的で行

なっております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引については、ヘ

ッジ手段とヘッジ対象取引に関

する重要な条件が同一であり、

為替相場変動を完全に相殺でき

ると認められるため、ヘッジの

有効性の判定は省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間期から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割13百

万円を販売費及び一般管理費に含めて表示し

ております。 

──────  法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及び資本割26百

万円を販売費及び一般管理費に含めて表示し

ております。  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

1,524百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

1,638百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 

1,587百万円であります。 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

投資有価証券      172百万円 投資有価証券       212百万円 投資有価証券       197百万円

 上記物件について、仕入債務 304百万

円の担保に供しております。 

 上記物件について、仕入債務   641百

万円の担保に供しております。 

 上記物件について、仕入債務   501百

万円の担保に供しております。 

 ３．受取手形裏書譲渡高 

         1,355百万円 

 ３．受取手形裏書譲渡高 

        862百万円 

 ３．受取手形裏書譲渡高 

        1,215百万円 

※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動資産の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※４．消費税等の取扱い 

同左 

※４．    ──────    

 ５．保証債務等 

 次の関係会社の仕入債務等につき下記の

とおり保証類似行為をしております。 

高千穂香港有限公司  

（1,894千香港ドル） 26百万円

高千穂（上海）国際貿易有限公司 

（132千米ドル） 14百万円

（14千人民元） 0百万円

TAKACHIHO SINGAPORE(PTE.)LTD. 

（3千シンガポールドル） 0百万円

合計 42百万円

 ５．保証債務等 

 次の関係会社の仕入債務等につき下記の

とおり保証類似行為をしております。 

  

 次の子会社の金融機関からの借入金につ

き下記のとおり債務保証をしております。

高千穂香港有限公司  

（24千米ドル） 2百万円

  9百万円

高千穂（上海）国際貿易有限公司 

（11千米ドル）  1百万円

TAKACHIHO ELECTRIC(THAILAND)

CO.,LTD. 

（1,901千タイバーツ） 5百万円

TAKACHIHO SINGAPORE(PTE.)LTD. 

（7千シンガポールドル） 0百万円

合計  19百万円

台湾高千穂股份有限公司 

（96,500千台湾ドル） 330百万円

合計  330百万円

 ５．保証債務等   

 次の関係会社の仕入債務等につき下記の

とおり保証類似行為をしております。 

  

高千穂香港有限公司  

（2,344千香港ドル）   32百万円

高千穂（上海）国際貿易有限公司 

（114千米ドル）   12百万円

TAKACHIHO SINGAPORE(PTE.)LTD. 

（3千シンガポールドル）  0百万円

合計   44百万円



（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2百万円

受取配当金 10百万円

関係会社受取業務指

導料 

50百万円

為替差益 69百万円

受取利息 8百万円

受取配当金   3百万円

関係会社受取業務指

導料 

  55百万円

為替差益   9百万円

受取利息  6百万円

受取配当金   14百万円

関係会社受取業務指

導料 

  100百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1百万円

新株発行費 18百万円

  

支払利息 1百万円

賃貸費用  5百万円

  

支払利息   2百万円

為替差損    44百万円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 68百万円

無形固定資産 11百万円

有形固定資産 62百万円

無形固定資産 13百万円

有形固定資産    140百万円

無形固定資産   23百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高  
相当額 
(百万円) 

有形固
定資
産・そ
の他 

127 79 47 

無形固
定資産 

453 235 218 

合計 581 314 266 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高  
相当額 
(百万円) 

有形固
定資
産・そ
の他 

127 109 17

無形固
定資産 

453 325 128

合計 581 435 146

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固
定資
産・そ
の他 

127 94 32

無形固
定資産 

453 280 173

合計 581 374 206

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内        121百万円

１年超        149百万円

合計        271百万円

１年内        98百万円

１年超         50百万円

合計        149百万円

１年内         118百万円

１年超       92百万円

合計       210百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料       62百万円

減価償却費相当額       60百万円

支払利息相当額      2百万円

支払リース料      62百万円

減価償却費相当額       60百万円

支払利息相当額   1百万円

支払リース料        124百万円

減価償却費相当額        120百万円

支払利息相当額   3百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額   1,655.86円

１株当たり中間純利益 90.19円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
     88.77円

 当社は、平成16年11月19日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期間にお

ける１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

１株当たり純資産額      866.97円

１株当たり中間純利益       39.56円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
      39.16円

１株当たり純資産額      827.93円

１株当たり中間純利益       45.09円

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
      44.38円

 当社は、平成16年11月19日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っておりま

す。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度における

１株当たり情報については、以下のとお

りとなります。 

１株当たり純資産額      847.31円

１株当たり当期純利益       69.51円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
      68.18円

１株当たり純資産額      770.37円

１株当たり当期純利益       76.28円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
      75.62円

 前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益(百万円) 748 729 1,271 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 60 

（うち利益処分による取締役賞与金）  (－)  (－) (60) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
748 729 1,211 

期中平均株式数(千株) 8,300 18,428 17,430 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益 
   

中間(当期)純利益調整額(百万円) － － － 

普通株式増加数(千株) 132 189 341 

(うち新株予約権） (132) (189) (341) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成16年７月15日開催の当社取締役会の決

議に基づき、次のように株式分割による新株

式を発行しております。 

１．平成16年11月19日をもって普通株式１株 

 につき２株に分割します。 

 (1）分割により増加する株式 

     普通株式  9,180,000株 

  (2）分割方法 

     平成16年９月30日最終の株主名簿及び 

   実質株主名簿に記載された株主の所有 

   株式数を、１株につき２株の割合をも 

   って分割します。 

２．配当起算日 

  平成16年10月１日 

   当該株式分割が前期首に行われたと仮 

  定した場合の前中間会計期間及び前事業 

  年度における１株当たり情報並びに当期 

  首に行われたと仮定した場合の当中間会 

  計期間における１株当たり情報は、それ 

  ぞれ以下のとおりとなります。 

  

前中間 

会計期間 

当中間 

会計期間 
前事業年度 

１株当たり 

純資産額 

１株当たり 

純資産額 

１株当たり 

純資産額 

741.80円 827.93円 770.36円 

１株当たり 

中間純利益 

金額 

１株当たり 

中間純利益 

金額 

１株当たり 

当期純利益 

金額 

37.92円 45.09円 76.28円 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

金額 

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益 

金額 

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益 

金額 

37.66円 44.38円 75.61円 

────── ────── 



(2）【その他】 

 第60期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年11月10日開催の取締役会

において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり行うことを

決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                 186百万円 

② １株当たり中間配当金                 10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成17年12月２日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成17年８月８日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

高 千 穂 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高千穂電気株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、高千穂電気株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 行 本 憲 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 裕 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

高 千 穂 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高千穂電気株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、高千穂電気株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 行 本 憲 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 裕 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

高 千 穂 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高千穂電気株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、高千穂

電気株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 行 本 憲 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 裕 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

高 千 穂 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている高千穂電気株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、高千穂

電気株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 行 本 憲 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 川 幸 伸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 鈴 木 裕 司 
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